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労働条件改善・生産性向上に向けた取り組み 

 
 

○労働基準法の改正案（平成２７年４月閣議決定）においては、月６０時間超の時間外労働に対する割増賃金率引上げ（２５％

→５０％）について、中小企業への適用猶予を見直すこととされている。 

○トラック運送事業者においては、月６０時間超の時間外労働等長時間労働の常態化が課題となっているが、荷主都合による

手待ち時間等がその大きな要因となっており、業界の自主努力のみで改善することは困難。 

○このため、平成２７年度から厚生労働省、国土交通省、学識経験者、荷主、事業者等により構成される協議会を中央及び全

都道府県に設置し、関係者が一体となって取引環境の改善及び長時間労働の抑制に向けた取り組みを推進している。 

○具体的には長時間労働削減に向けたパイロット事業や適正運賃・料金収受に向けた検討を行っている。 

○なお、トラック運送業は骨太の方針や成長戦略において生産性向上を目指すサービス産業のひとつとして位置付けられてお

り、本協議会は「トラック運送業の生産性向上協議会」と合同で開催している。 

＜トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会について＞ 

【学識経験者】 
 野尻 俊明 流通経済大学学長（座長） 
 齊藤  実 神奈川大学経済学部教授 
 松島  茂 東京理科大学大学院イノベーション研究科教授 
【労働組合】 
 平川 則男 日本労働組合総連合会 総合政策局長 
 村上 陽子 日本労働組合総連合会 総合労働局長 
 難波 淳介 全日本運輸産業労働組合連合会 中央執行委員長 
 山口 浩一 全国交通運輸労働組合総連合 中央執行委員長 
【行政】 
 新原 浩朗 内閣府大臣官房審議官（経済財政運営担当） 

 山越 敬一 厚生労働省労働基準局長 
 正田  聡 経済産業省商務流通保安グループ物流企画室長 
 安藤 保彦 中小企業庁事業環境部取引課長 
 宮浦 浩司 農林水産省食料産業局食品流通課長 
 藤井 直樹 国土交通省自動車局長  
 川上 泰司 国土交通省総合政策局官房参事官（物流産業） 

 

【荷主】 
 上田 正尚 （一社）日本経済団体連合会 産業政策本部長  
 輪島  忍 （一社）日本経済団体連合会 労働法制本部長 
 栗原  博 日本商工会議所 地域振興部長 
 小林 治彦 日本商工会議所 産業政策第二部長 
 小林  信 全国中小企業団体中央会 事務局次長 
 橋爪 茂久 （公社）日本ロジスティクスシステム協会 専務理事 
 黒川  毅 日本機械輸出組合 国際貿易円滑化委員会委員長 
  一柳 尚成 トヨタ自動車（株） 物流管理部長 
 鈴木 賢司 三菱商事（株） ロジスティクス総括部長 
【トラック運送業】 
 坂本 克己 （公社）全日本トラック協会 副会長 
 千原 武美 （公社）全日本トラック協会 副会長 
 馬渡 雅敏 （公社）全日本トラック協会 副会長 
 山本 慎二 日本通運（株） 業務部長 

「トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会」委員 

※生産性向上協議会のみ  
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トラック輸送における取引環境・長時間労働改善に向けたロードマップ 

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

①中央・各都道府県において 
  協議会の設置・検討 
 （厚生労働省・国土交通省、 
  荷主、事業者等による協議会） 

②長時間労働等の実態調査、 
 対策の検討 

③パイロット事業（実証実験）の 
  実施、対策の具体化 

④ガイドラインの 策定・普及 

⑤取引環境・長時間労働改善の 
 普及・定着 

調査の 
実施・検証 

   協議会の開催、パイロット事業の計画・検証、対策の検討、 
   ガイドラインの策定 等 

ガイドラインの策定・普及 

 パイロット事業(実証実験)の実施 

労働時間縮減のための助成事業 

   協 議 会 の 設 置   

普及・定着の促進 
助成事業の実施 

定
期
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
・更
な
る
対
策
の
検
討 
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「トラック輸送状況の実態調査」の結果概要について 

１．調査対象期間                           ２．有効回答者数 
   
 
 
 
 
（１）回答ドライバーの属性について 
   ・車種は「大型」が最も多く57.7%。(中型24.2%、トレーラ10.7%、普通7.5%） 
   ・年齢構成は、「40～49歳」が最も多く39.6%、次いで「50～59歳」が30.1%、「30～39歳」が17.6%、「60歳以上」が8.4%。 
   ・1運行の走行距離は短・中距離運行が85.1%を占め、平均は297km。 
（２）拘束時間等について 
   ・1運行の拘束時間が13時間を超える運行が全体の36.6%、16時間を超える運行が全体の13.0%。 
   ・短・中距離運行の平均拘束時間が11時間台に対し、長距離運行(500km以上)の平均拘束時間は16時間超。 
   ・休息期間8時間未満の運行が全体の15.8%。 
   ・調査対象期間の中で「休日がなかった」ドライバーが全体の9.8%。 
   ・連続運転時間4時間超の運行が全体の10.7%。 
（３）ドライバーの手待ち時間について 
   ・「手待ち時間がある運行」は全体の46%。手待ち時間の平均は1時間45分で、1時間超が55.1%、2時間超が28.7%、 
    3時間超が15.1%。 
   ・手待ちは、発・着荷主において、頻度・時間とも同程度生じている。 
   ・時間指定がある場合でも、ない場合と同程度生じている。 
（４）荷役の状況について 
   ・荷役作業の発生割合及び平均時間は、発荷主で40.8%・51分、着荷主で59.2%・42分。 
   ・荷役に関して書面化しているものが58.2%ある一方、事前連絡なく現場で荷役を依頼されたものが9.5%。 
   ・荷役料金の収受について、書面化しているもので71.2%、事前に口頭で依頼のあったもので54.0%。 
（５）事業者に対する調査について 
   ・保有台数「21～50台」が41.4%で最も多く、次いで「51～100台」が21.5%、「11～20台」が19.5%で、平均は57.8台。 
   ・ドライバーは全体の7割弱で不足しており、保有車両台数が多い事業者ほど不足感が強い。 
   ・不足の場合の対応としては、「下請・傭車で対応」が最も多い一方、「対応できず輸送を断っている」ケースも約半数ある。 

平成27年9月14日（月）～20日（日）の7日間            1,252事業者、5,029ドライバー(うち女性62名) 

３．結果概要 
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「トラック輸送状況の実態調査」の結果概要について 
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※事業者調査 

※事業者調査 



  発荷主 運送事業者 着荷主 荷種 

北海道 ○ ○ ○ 鮮魚 

青森 ○ ○ ○ 農産物 

岩手 ○ ○ － 木工製品 

宮城 ○ ○ － 計器 

秋田 ○ ○ － 紙・パルプ 

山形 ○ ○ ○ 農産物 

福島 ○ ○ ○ 農産物 

茨城 ○ ○ － コンクリート製品 

栃木 ○ ○ － 食料品 

群馬 ○ ○ － 農産物 

埼玉 ○ ○ ○ 工業製品  

千葉 ○ ○ － 食料品 

東京 ○ ○ ○ 紙 

神奈川 ○ ○ ○ 水道管 

山梨 ○ ○ ○ 食料品 

新潟 ○ ○ － 米菓 

長野 ○ ○ － 食料品 

富山 ○ ○ ○ 紙・パルプ 

石川 ○ ○ － 建設資材 

愛知 ○ ○ － 建設資材 

静岡 
○ ○ ○ フィルム・シート 

○ ○ － 鮮魚 

岐阜 ○ ○ ○ 食料品 

三重 ○ ○ － 食料品 

  発荷主 運送事業者 着荷主 荷種 

福井 ○ ○ － 繊維製品 

大阪 ○ ○ ○ 食料品 

京都 ○ ○ ○ 鋼材 

兵庫 ○ ○ － 機械製品 

滋賀 ○ ○ ○ 日用品 

奈良 ○ ○ ○ 機械製品 

和歌山 ○ ○ ○ 建設資材 

広島 ○ ○ ○ 機械部品 

鳥取 ○ ○ ○ 乳製品 

島根 ○ ○ ○ フードサービス機器 

岡山 ○ ○ － 飲料 

山口 ○ ○ ○ 繊維製品 

徳島 ○ ○ ○ 紙 

香川 ○ ○ ○ 食料品 

愛媛 ○ ○ ○ 農産物 

高知 ○ ○ ○ 食料品 

福岡 ○ ○ ○ 工業製品 

佐賀 ○ ○ － 食料品 

長崎 ○ ○ ○ 食料品 

熊本 ○  ○  －  農産物  

大分 ○ ○ － 卵 

宮崎 ○ ○ ○ 農産物 

鹿児島 ○ ○ － 鶏肉 

沖縄 ○ ○ ○ 飲料・雑貨 

平成２８年度パイロット事業の実施結果について 

○４７都道府県において、計４８事業が実施された。 
○輸送品目の内訳は、食料品１１件、農産物７件、紙・パルプ４件、建設資材３件、機械製品３件、飲料２件、鮮魚２件、繊維
製品２件、工業製品２件、その他１２件で、着荷主も参画したパイロット事業は２８件であった。 

資料：国土交通省 ５ 



出典：第２２回省エネルギー小委員会資料より ６ 
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